
（記者発表用資料）
平成１５年７月２３日 扱 テレビ、ラジオ 発表後解禁

い 新 聞 発表後解禁

（ ）沖縄総合事務局開発建設部事業評価監視委員会 平成１５年度第１回

の審議結果について

平成１５年７月１８日付けでお知らせしました標記委員会の審議結果について、
別紙のとおりお知らせします。

沖縄総合事務局 ＴＥＬ０９８－８６６－００３１
問い合わせ先 開発建設部

（ ）委員会全般 建設行政課長 村山 継 内線３１５１
（ ）ダ ム 事 業 河 川 課 長 三輪 賢志 内線３６１１



資料－１
平成１５年度第１回

沖縄総合事務局

開発建設部

事業評価監視委員会

沖縄総合事務局開発建設部事業評価監視委員会
（平成１５年度第１回）

日時：平成15年7月23日（水）10:00～

場所：沖縄総合事務局 ４階 特別会議室

議 事 次 第

１．開会

２．挨拶（沖縄総合事務局次長）

３．事務局報告

・監視委員会規則及び運営要領の改定について

４．事業評価監視委員会審議

○再評価対象事業の審議

・沖縄東部河川総合開発事業（億首ダム）

・沖縄北西部河川総合開発事業

（大保ダム、奥間ダム、比地ダム）

・座津武ダム実施計画調査

５．その他

６．閉 会
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沖縄総合事務局開発建設部事業評価監視委員会

委 員 名 簿

上 原 方 成 上原地盤工学研究所主宰
うえ は ら ほ う せ い

諸喜田 茂充 琉球大学理学部教授（欠 席）
し ょ き た しげみつ

津嘉山 正光 琉球大学工学部教授
つ か や ま せいこう

仲 里 全 輝 沖縄県商工会議所連合会常任理事
なか ざ と ぜ ん き

野 崎 四 郎 沖縄国際大学商経学部教授
の ざ き し ろ う

（敬称略 五十音順）
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事
業
評
価
監
視
委
員
会
の
審
議
結
果

目的目的
　○事業完了後の事業の効果、環境影響等を確認
　　し、必要に応じ改善措置を検討
　○同種事業の計画・調査のあり方、事業評価手
　　法の改善等に反映

再度、事後
評価を実施

　

事
業
完
了 デ
ー
タ
収
集
、
事
後
評
価
に
係
る
資
料
作
成

対象事業及び実施主体対象事業及び実施主体
　○直轄事業　　　　：地方支分部局等
　○公団等施行事業　：公団等
　○補助事業等　　　：地方公共団体等
　※補助事業等は実施を期待。

事業完了後事業完了後
５年以内５年以内

　
①費用対効果分析の算定基礎となった要因　
　の変化
　　例　便益：交通量、貨物取扱量　等
　　　　費用：建設費、用地費　等
　　　　事業期間：遅延した場合の要因　等
②事業の効果の発現の状況
　　例　渋滞解消、洪水被害軽減、輸送コ
　　　スト削減　等
③事業実施による環境の変化
　　例　植生等自然環境の変化、騒音の低
　　　下、ＣＯ2・ＮＯxの低減等
④社会経済情勢の変化
　　例　当該事業に関連する計画や関連事
　　　業の状況の変化　等
⑤今後の事後評価の必要性
⑥改善措置の必要性
⑦同種事業の計画・調査のあり方、事業評　
　価手法の見直しの必要性

評価の視点

　
事
後
評
価
の
実
施

改善措置
を実施

同種事業の
計画・調査
のあり方、
事業評価手
法の改善等
に反映

公　表

事後評価に係る資料について、事業評事後評価に係る資料について、事業評
価監視委員会において審議価監視委員会において審議

今後の事後
評価の必要性

改善措置
の必要性

同種事業の
計画・調査
のあり方、
事業評価手
法の見直し
の必要性　

事後評価の実施個別公共事業の完了後評価の実施
～国土交通省所管公共事業の事後評価実施要領の策定～

個別公共事業の完了後評価の実施
～国土交通省所管公共事業の事後評価実施要領の策定～

公　表
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開発建設部

事業評価監視委員会

沖縄総合事務局開発建設部
事業評価監視委員会規則及び運営要領の改定



沖縄総合事務局開発建設部事業評価監視委員会規則

（趣旨）

国土交通省所管公共事業の事後評価実施要領（平成１５年３月３１日第１条 本規則は、

付け、国官総第７０２号の２及び国官技第３５１号の２）及び国土交通省所管公共事業

の再評価実施要領（平成１５年３月３１日付け、国官総第７０２号の２及び国官技第３

沖縄総合事務局開発建設部所管事業に係る事業再評価事務処理要領第５条５１号の２）

（第三者機関）及び建設省所管公共事業の事後評価基本方針（案）（平成１１年８月１

３日付け建設省技調発第１３４号の２）の規定に基づいて沖縄総合事務局開発建設部

（以下、「部」という。）に設置する沖縄総合事務局開発建設部事業評価監視委員会

（「委員会」という。）の組織、委員、会議、庶務その他の委員会の設置等に関して必

要な事項を定めるのである。

（委員会の事務）

第２条 委員会は、沖縄総合事務局長（以下、「局長」という。）の委嘱に基づき、次に

掲げる事務を行う。

一 部が作成した再評価を実施する事業の一覧表及びその事業に対する対応方針（原案）

の提出を受け、要領に基づく再評価 システムの運用状況等について報告を及び事後評価

受けること。

二 再評価 の審議対象事業に関し、部が作成した対応方針（原案）について及び事後評価

審議を行い、対応方針（原案）に対し意見がある場合には、部に対してその具申を行う

こと。

三 事後評価の審議対象事業に関し、部が作成した評価結果及び改善措置等（原案）につ

いて審議を行い、評価結果及び改善措置等（原案）に対し意見がある場合には、部に対

してその具申を行うこと。

（委員会の委員及び組織）

第３条 委員は、地域の実情に精通した、公平な立場にある有識者のうちから、局長が委

嘱する。

２ 委員会は委員５人以内で組織する。



３ 委員の任期は、２年以内とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任

期は、前任者の残任期間とする。

４ 委員は、再任されることができる。

５ 委員は、非常勤とする。

６ 委員会に委員長を置き、委員の互選によりこれを定める。

７ 委員長は、会務を総理する。

８ 委員長に事故があるときは、委員長があらかじめ指名する委員がその職務を代理する。

（運営）

第４条 委員会は、委員長が召集する。

２ 委員会は、審議方法を定めた沖縄総合事務局開発建設部事業評価監視委員会運営要領

を決定する。

（委員会の庶務）

第５条 委員会の庶務は、沖縄総合事務局開発建設部建設行政課において処理する。

（その他）

第６条 部以外の事業主体の実施事業と部の実施事業とが密接に関連しており、一連の事

業として共同で再評価又は事後評価を実施することが効率的な場合には、委員会で審議

することができるものとする。

附則

本規則は、平成10年10月20日から施行する。

本規則は、平成12年 1月 6日から施行する。

本規則は、平成12年 2月21日から施行する。

本規則は、平成13年 9月13日から施行する。

本規則は、平成15年 7月23日から施行する。



沖縄総合事務局開発建設部事業評価監視委員会運営要領

（目的）

第１条 本要領は、沖縄総合事務局開発建設部事業評価監視委員会（以下「委員会」とい

う ）規則第４条第２項の規定に基づき、委員会運営についての必要な事項を定めるも。

のである。

（委員会の開催）

第２条 委員会の開催は委員長が召集するものとする。

２ 委員会は、委員の総数の二分の一以上の出席がなければ、開催することができない。

（審議）

第３条 委員会は、再評価の審議対象事業について、事業の必要性（事業を巡る社会経済

情勢等の変化、事業の投資効果、事業の進捗状況 、事業の進捗の見込み、コスト縮減）

や代替案立案等の可能性を勘案して、適正な事業再評価がなされているのか審議するも

のとする。

費用対効果分析の算定基礎となった要２ 委員会は、事後評価の審議対象事業について、

因の変化、事業の効果の発現状況、事業実施による環境の変化、社会経済情勢の変化、

今後の事後評価の必要性、改善措置の必要性、同種事業の計画・調査のあり方や事業評

事業の効果、事業による環境影響、事業を巡る社会経済情勢等価手法の見直しの必要性

を勘案して、適切な事後評価がなされているのか審議するものとする。

３ 委員会は、再評価又は事後評価の審議対象事業について、沖縄総合事務局開発建設部

（以下「部」という ）が作成した再評価の対応方針（原案）又は事後評価の評価結果。

及び改善措置等（原案）に対し意見がある場合には、委員長が委員会で審議された意見

をとりまとめて部に対してその具申を行うものとする。

（審議過程の透明性の確保）

第４条 委員会の審議過程の透明性の確保を図るため、委員の氏名、会議の開催について

はあらかじめ公表するものとする。

２ 委員会の会議については、原則として報道機関を通じて公開とする。ただし、個人情

報等を一時的に取り扱う場合等、委員長が必要と認める場合は、非公開とすることがで

きる。

３ 委員会の会議に提出された以下の資料等については、公開に合わせ、公表するものと

する。

・再評価 を実施する事業の一覧表及び事後評価

・再評価に係る資料

・事後評価に係る資料

ただし、個人情報等で公表することが適切でない資料等については公表しないものとす



る。

（外部専門家、施設管理者の意見の聴取）

第５条 委員会は、事業特性や技術的判断等が反映可能な運営を図るため、必要に応じ、

外部専門家の意見を聴取することができる。

２ 委員会は、委員会が必要と認めるときは、部が実施する事業に関連する施設管理者の

意見を聴取することができる。

（補則）

第６条 この運営要領に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は委員会で定

める。

附則

この要領は、平成10年11月 2日から施行する。

この要領は、平成12年 2月 1日から施行する。

この要領は、平成12年 3月21日から施行する。

この要領は、平成14年 3月26日から施行する。

この要領は、平成15年 7月23日から施行する。



　

沖縄総合事務局開発建設部

平成１５年７月

事業評価監視委員会審議資料

◆◆◆ ダム事業の説明資料（再評価）◆◆◆

　　　　１．再評価対象事業　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　２．再評価対象事業位置図　　　　　　　　　　　　　
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　　　　３．事業再評価一覧　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　４．個別ダム説明資料　　　　　　　　　　　　　　　



１．再評価対象事業

№

①

②

③

２．再評価対象事業位置図

再々評価：再評価実施後一定期間が経過
　　　　　（前回：平成10年）

再評価の摘要事業名

沖縄東部河川総合開発事業
　（億首ダム）

沖縄北西部河川総合開発事業
（大保ダム、奥間ダム、比地ダム）

再々評価：再評価実施後一定期間が経過
　　　　　（前回：平成10年）

座津武川座津武ダム実施計画調査
再々評価：再評価実施後一定期間が経過
　　　　　（前回：平成10年）

②沖縄北西部河川総合開発事業
　（大保ダム・奥間ダム・比地ダム）

①沖縄東部河川総合開発事業（億首ダム）

　　　　　　凡　　例

　　　　　　管理中ダム
　
　　　　　　建設中ダム
　
　　　　　　調査中ダム
　
　　　　　　調整水路（赤は計画）

③座津武ダム実施計画調査

-　1　-



社会経済情勢等の変化 費用対効果分析 事業の進捗状況

①事業目的 ①洪水被害 Ｂ／Ｃ＝１．３ ①主な経緯 継続
　・治水 　・H9.8(台風13号)：浸水面積約37ha　等 ・H 5. 3　基本計画変更(億首ﾀﾞﾑ追加)
　・流水の正常な機能の維持 ②渇水被害 　・H10.11　事業再評価
　・水道用水の確保 　・H6.1～H6.3：給水制限延べ43日　等 　・H12.11　損失補償基準妥結

【金 武 町】 　・かんがい用水の確保 　・H15. 7　基本計画変更
②総事業費 ②進捗状況
　・約850億円 ③地域の協力体制 　・工事は未着手
　　※億首ダム約490億円 　・金武町：事業推進に協力的 　・用地買収中（進捗率62.9%）

④関連事業 ③既投資額
　・沖縄県水道用水供給事業 　・501億円（進捗率59%）
　・武田原地区土地改良事業
　・中川地区基盤整備一般事業
⑤環境

①事業目的 ①洪水被害 Ｂ／Ｃ＝２．１ ①主な経緯 継続
　・治水 （大保川） 　・S62. 4　実施計画調査開始
　・流水の正常な機能の維持 　・H元.5（豪雨）：農地浸水　等 　・H 2. 4　建設移行
　・水道用水の確保 （比地川） 　・H 5. 8　基本計画告示

【大保ダム：大宜味村】②総事業費 　・H7.6（豪雨）：浸水家屋７戸　等 　・H 7. 3　大保ダム工事用道路着手
【奥間ダム：国 頭 村】　・1,555億円 ②渇水被害 　・H 8. 6　大保ダム損失補償基準妥結
【比地ダム：国 頭 村】　　※大保ダム：約995億円 　・H6.1～H6.3：給水制限延べ43日　等 　・H10.11　事業再評価

　　　奥間ダム：約330億円 　・H14年度 大保本・脇ダム工事着手
　　　比地ダム：約185億円 　・H15. 7　基本計画変更
　　　調整水路：約 45億円 ③地域の協力体制 ②進捗状況

　・大宜味村：事業推進に協力的 （大保ダム）
　・国 頭 村：中立的立場をとっている 　・関連工事については、ほぼ概成
④関連事業 　・H14年度に本・脇ダム本体着手
　・沖縄県水道用水供給事業 　・用地ほぼ取得済み
⑤環境 （奥間ダム・比地ダム）
（大保ダム） 　・水理水文調査を実施中

　・工事、用地とも未着手
③既投資額
　・436億円（進捗率28%）

（奥間ダム・比地ダム）

①事業目的 ①洪水被害 Ｂ／Ｃ＝２．０ ①主な経緯 － 中止
　・治水 　・記録なし 　・S62. 4　予備調開始
　・流水の正常な機能の維持 ②渇水被害 　・H 4. 4　実施計画調査開始
　・水道用水の確保 　・H6.1～H6.3：給水制限延べ43日　等 　・H10.11　事業再評価

【国 頭 村】 ②総事業費 　・H15. 3　利水者の意向確認
　・約301億円 　　　　　　　事業への参画意志無し

③地域の協力体制 ②進捗状況
　・国頭村：中立的立場をとっている 　・水理水文調査を実施中
④関連事業 　・工事及び用地とも未着手
　・沖縄県水道用水供給事業 ③既投資額
⑤環境 　・7億円（進捗率2%）

３．事業再評価一覧

事業名 事業の目的等 事業の必要性に関する視点
事業の進捗の見込み

評価の視点

コスト縮減や代替案の可能性

　・ノグチゲラ等の貴重動植物が生息・生
　　育する地域であることから、適切な環
　　境保全対策の立案が必要

対応方針
（原案）

・利水者の事業参画が見込めないた
　め、事業継続は困難

沖縄東部河川総合開発
事業（億首ダム）

　・ノグチゲラ等の貴重動植物が生息・生
　　育する地域であることから、適切な環
　　境保全対策の立案が必要

・事業計画上、貯留ダムである大保ダ
　ムの建設を先行して実施中

　・復帰後31年間のうち給水制限を実施し
　　たのが18年

　・復帰後31年間のうち給水制限を実施し
　　たのが18年

沖縄北西部河川総合開
発事業（大保ダム、奥
間ダム、比地ダム）

座津武ダム実施計画調
査

・ダム型式や非常用洪水吐き
　形状の変更等によるコスト
　縮減を計画している。

・用地全体面積96haのうち59.8ha取
　得済み。残件については、H17年度
　までに取得完了予定

　・下流河道のマングローブ等、適切な環
　　境保全対策の立案が必要

・奥間ダム及び比地ダムについては、
　H17年度に地元住民の意見を反映さ
　せた河川整備基本方針及び河川整備
　計画の策定を予定

　・ノグチゲラ等の貴重動植物が生息・生
　　育していることから、学識経験者の指
　　導・助言を受けながら環境保全対策を
　　実施中。

・H15年度より工事用道路に着手予定

・H17年度本体工事着手を目指し、本
　体工事に関する覚書（国・県・町）
　の締結に向け３者で調整中

・大保ダムにおいては、用地買収及び
　工事ともに着実に進捗

・ダム軸の変更や合理化施工
　等によるコスト縮減を実施
　・計画している。

　・復帰後31年間のうち給水制限を実施し
　　たのが18年
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４．個別ダム説明資料

沖縄東部河川総合開発事業（億首ダム）･･･････ 　４

沖縄北西部河川総合開発事業･････････････････ １４
　　（大保ダム・奥間ダム・比地ダム）

座津武川座津武ダム実施計画調査･････････････ ２９
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（１）億首ダムの概要図

 １．沖縄東部河川総合開発事業（億首ダム）の概要

　億首川は、恩納村喜瀬武原北方の標高150m前後の山地を源流とし、金武町喜瀬
武原、中川、金武集落を経て南東に流下する流域面積16.4km2、幹線流路延長
7.5kmの２級河川です。
　億首ダムは、沖縄東部河川総合開発事業（漢那ダム、億首ダム）の一環とし
て、金武町にある水道用水専用の金武ダム（県企業局管理）を再開発し、洪水調
節、既得用水や河川維持用水の安定化、水道用水及びかんがい用水の供給を目的
とする多目的ダムです。

億首ダム完成予想写真

上水補給区域

億首ダム

漢那ダム

億首ダム
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（２）事業目的

（３）ダム及び貯水池の諸元

（４）事業費

洪水調節

流水の正常な機能
の維持

・ダム地点における計画高水流量300m3/sのうち、190m3/sの
　洪水調節を行う。

・ダム地点下流の億首川沿川の既得用水の安定化及び河川環
　境保全等のための流量の確保を図る。

貯
水
池

有効貯水容量

・沖縄県に対して、億首ダム地点において、水道用水として
　新たに10,300m3/日を供給する。

・億首川沿川の武田原地区と中川地区の約70haの農地に対
　し、新たにかんがい用水を供給する。

水道用水

かんがい

堤 頂 長

　沖縄県国頭郡金武町字金武地先

　台形ＣＳＧダム

貯水池容量配分図

　３３９，０００ｍ3

総貯水容量

ダ
ム
堤 高　３９．０ｍ

集 水 面 積

　４００．０ｍ

堤 体 積

位 置

　８，５６０，０００ｍ3

　７，８６０，０００ｍ3

型 式

　０．６１ｋｍ2湛 水 面 積

　１４．６ｋｍ2

　約８５０億円（うち億首ダム建設事業費４９０億円）

　平成１４年度まで５０１億円　（進捗率５９％）
　　※進捗率は全体事業費での評価

総事業費

既投資額

●
福
花
橋

億首ダム

億首川
金
武
湾

計画高水流量配分図（単位：ｍ3／ｓ）

[320]

基準地点

130
← ←

110

<130>
300←

-190

［ ］:基本高水ピーク流量
 < > :最大放流量
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（１）災害発生時の影響

①洪水発生時の影響

②渇水発生時の影響

　沖縄本島のほぼ全域
　　　県企業局供給対象市町村　9市11町10村
　　　県企業局給水区域内人口　約118万人（H12年度）

給水区域図

 ２．事業を巡る社会経済情勢等の変化

浸水区域内の
主 な 施 設

　 浸水家屋数：243戸
　　　※当該市町村の可住地における平均的な家屋密度が想定氾濫区域
　　　　　に平均的に分布するとした可住評価値

上 水 道

国頭村

東村

大宜味村

名護市

伊江村

部町

今帰仁村

小宇利島

屋我地島

水納島
瀬底島

宜野座村
恩納村

金武町

石川市

読谷村

具志川市

伊計島

城島
平安座島

浜比嘉島

浮原島

津堅島

久高島

糸満市 具志頭村

玉城村

知念村

佐敷町

東風平町

豊見城村

那覇市

南風原町
与那原町

西原町

中城村

北中城村

浦添市

宜野湾市

北谷町

沖縄市
嘉手納町

は、給水対策市町村である

国頭村

東村

大宜味村

名護市

伊江村

部町

今帰仁村

小宇利島

屋我地島

水納島
瀬底島

宜野座村
恩納村

金武町

石川市

読谷村

具志川市

伊計島

城島
平安座島

浜比嘉島

浮原島

津堅島

久高島

糸満市 具志頭村

玉城村

知念村

佐敷町

東風平町

豊見城村

那覇市

南風原町
与那原町

西原町

中城村

北中城村

浦添市

宜野湾市

北谷町

沖縄市
嘉手納町

国頭村

東村

大宜味村

名護市

伊江村

部町

今帰仁村

小宇利島

屋我地島

水納島
瀬底島

宜野座村
恩納村

金武町

石川市

読谷村

具志川市

伊計島

宮城島
平安座島

浜比嘉島

浮原島

津堅島

久高島

糸満市 具志頭村

玉城村

知念村

佐敷町

東風平町

豊見城市

那覇市

南風原町
与那原町

西原町

中城村

北中城村

浦添市

宜野湾市

北谷町

沖縄市
嘉手納町

は、給水対象市町村である

沖縄県企業局給水対象エリア

与那城町

勝連町
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（２）過去の災害実績

①洪水被害の実績

②洪水被害状況
平成９年８月１７日（台風１３号）

昭和36年10月2日
台風23号

洪水流量 被害の状況発生年月日

床上浸水12戸　公共物（全壊4戸、半壊1戸）

昭和40年8月5日
台風15

不明
床上浸水1戸、床下浸水3戸　非住家全壊4戸
（出典：沖縄県災害史金武町被害実績[警察本部公安第一課調べ]）

不明
（出典：沖縄県災害史金武町被害実績[警察本部公安第一課調べ]）

昭和44年8月20日
台風9号

不明
床下浸水1戸　非住家全壊4戸
（出典：沖縄県災害史金武町被害実績[警察本部公安第一課調べ]）

昭和47年6月
大雨（梅雨前線）

不明
非住家全壊4戸
（出典：沖縄県災害史金武町被害実績[警察本部公安第一課調べ]）

平成9年8月17日
台風13号

219m3/s（基準地点）
※雨量データからの推定値

耕作地冠水面積36.9ha　浸水家屋2戸
実績雨量データからの推定値<出典：金武町土地改良区写真より>

①金武大橋より下流を望む ②金武大橋下流左岸

③福花橋付近の農地冠水

沖縄タイムス　平成９年８月１８日
0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

1 3 5 7 9 11 13 15 17 19 21 23

降
雨
量
（
m
m）

時間最大雨量２７．５  mm累計雨量２６５  mm

①
②

③

億首ダム

-　7　-



③渇水被害の実績

（３）災害発生の危険度

発生期間 影響市町村 取水制限等の状況

給水制限延べ日数：６４日
　（時間断水:44日、隔日断水:20日、緊急補給:33日）

S63.11～H1.4

H3.6～H3.9

S56.7～S57.6

H6.1～H6.3

沖縄本島ほぼ全域

沖縄本島ほぼ全域

沖縄本島ほぼ全域給水制限延べ日数：４３日
　（時間断水:31日、緊急補給:12日）

S61.8～S62.9 沖縄本島ほぼ全域給水制限延べ日数：１１３日
　（緊急補給:113日）

給水制限延べ日数：９９日
　（時間断水:7日、隔日断水:52日、緊急補給:98日）

沖縄本島ほぼ全域給水制限延べ日数：３２６日
　（時間断水:68日、隔日断水:258日）

洪水被害

渇水被害

・治水基準地点付近は基本高水流量320m3/sに対し、流下能
　力が130m3/s程度

・復帰後３１年間（S47～H14）で１８年の渇水被害が発生
・今後も計画的にダム建設を進めていかなければ水需給バラ
　ンスがとれず、渇水被害の発生が予測される

※平成６年度以降９年間、多目的
ダム建設等の効果により渇水被害
が発生していないが、平成13年10
月からの少雨傾向により、一時は
国管理ダムの貯水率が50％を下回
るなど、沖縄本島における水資源
開発は未だ十分とは言い難い。

平成１４年５月７日琉球新報（朝刊）
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（４）地域開発・利水事業の状況

（５）地域の協力体制

（６）関連事業との整合

（７）河川環境等をとりまく状況

金　武　町
（かんがい事業）

・武田原地区土地改良事業　24.5ha（S39完成）
・基盤整備一般事業（中川地区）　45ha
　H15.4現在、17.6haが整備済み（H21完成予定）

・国道329号　金武バイパス通過予定

・平成14年9月10日に「億首ダム建設に関する要望書について」
　金武町長から国、県へ提出。
・町議会に三大プロジェクト調査特別委員会（金武バイパス、
　火力発電所、億首ダム）が設けられており、ダムの早期完成
　を望んでいる。

関係自治体

沖縄県企業局
（水道事業）

・平成11年3月に沖縄県水道用水供給事業（第８回変更認可）
　　目標年次　：平成13年→平成30年
　　水源取水量：614,300m3/日→682,383m3/日（68,083m3/日増）
　※億首ダムは上記計画に水源施設として位置付けられている。

その他

・ダム水没地の殆どが米軍演習地。
・平成13年2月6日に沖縄総合事務局長から那覇防衛施設局長宛
　に「億首ダムの建設に係る在日米軍基地(FAC6011 キャンプ
　ハンセン）の一部返還について（依頼）」文書を送付。
　現在返還協議中である。

自然環境保全
上の課題

・貴重動植物が生息・生育している地域であり、また下流
　河道にマングローブ林が生育することから適切な環境保
　全対策を実施する必要がある。

水没地域

・平成５年に「億首ダム基本計画等に関する覚書(国･県･町)」
　調印。
・億首ダム地主協議会（H11結成）
・億首ダム対策委員会（委員構成は関係区長等：H12.3）が設け
　られている。
・平成12年11月27日に「億首ダム建設に伴う損失補償基準に関
　する協定書」調印。

道路事業

武田原地区土地改良事業 中川地区基盤整備一般事業
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・ 全体事業費　※１ ・

＝484億円
＝6.764億円

・ 治水＋不特定のアロケ率
＝61.5％

・ ダム建設に要する費用（河川分）
＝484億円×61.5％
＝298億円

◆総費用：Ｃ　（現在価値化） ◆総便益：Ｂ　（現在価値化）

①建設費 ＝１９２億円 ①洪水調節に係る便益　※２
＝  ７２億円

②維持管理費 ＝　１３億円 ②流水の正常な機能の維持に係る便益
＝１４８億円

③残存価値 ＝　　９億円 ③赤土砂流出防止に係る便益　※３
＝  ３６億円

④総費用（Ｃ） ④総便益（Ｂ）
=①+②-③ ＝１９６億円 =①+②+③ ＝２５６億円

※　 評価対象期間　：　整備期間＋５０年

毎年の投資配分は、実績値及び計画により設定

評価時点は建設着手時点（平成４年）

※１ 治水事業デフレータを用いて平成13年度価格に修正

※２

※３

当該市町村の可住地における平均的な家屋密度が想定氾濫区域内に平均的に分布するとした可
住評価値を用いて、治水経済調査マニュアルに従い想定年平均被害軽減期待額を算定

ダム流域内の裸地面積に対して、県条例に基づく沈砂池容量を持った貯留ダムの身替わり建設
費を計上

 ３．費用対効果分析

［治水経済調査マニュアル（案）平成12年5月版による］

ダム事業に要する費用 ダム事業の効果

費用対効果分析の結果　Ｂ／Ｃ＝１．３

洪水調節に係る想定年平均被害軽減
期待額
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（１）事業の主な経緯

（２）事業の進捗状況

 ４．事業の進捗状況

年　　月

平成５年３月
平成５年４月

　米軍基地の一部返還申請（那覇防衛施設局長宛）
　基本計画変更

平成12年11月

　　【附帯意見】利水面での状況変化があるため、基本計画
　　　　　　　　の検討を行う。
　損失補償基準妥結

平成10年11月

用地補償の
進捗状況

・平成12年11月27日に「億首ダム建設に伴う損失補償基準に
　関する協定書」を締結し、用地買収を促進している。
・平成15年4月現在の進捗率
　全体面積96haのうち59.8ha取得済み（進捗率62.3%）

事　　　　項

　基本計画変更（億首ダムを追加）
　億首ダム建設着手
　事業再評価（継続実施：今後も着実に事業の進捗を図る）

工事等の
進捗状況

・ダム本体設計、地質調査及び環境調査等を実施中。
・平成15年度より工事用道路に着手予定。

平成13年２月
平成15年

◆用地については、全体面積96haのうち59.8ha取得済み。
　残件については平成17年度までに取得を完了する予定。

◆平成15年度より工事用道路に着手予定。

◆平成17年度のダム本体工事着手を目指し、本体工事に関する覚書（国、県、
　町）の締結に向け３者で調整中である。

 ５．事業の進捗の見込み

ダムサイトにおける地質調査（竪坑） ダムサイトにおける地質調査（横坑）
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＜コスト縮減＞

・ダム型式を重力式コンクリートダムから、台形ＣＳＧダムへ変更。
コスト縮減額　約５０億円

　

・非常用洪水吐の形状を円弧付き台形越流堰からラビリンスゲートへ変更。
コスト縮減額　約３億円

 ６．コスト縮減や代替案の可能性検討

◆事業の執行にあたっては、以下のようなコスト縮減対策を計画している。

１）当初計画
　　　当ダムの当初計画では、重力式コンクリートダムで計画。
２）変更の要因
　　　地質調査結果等に基づき、品質、経済性等の観点からダム型式を比較検討した結果、基
　　礎岩盤の強度が低くてよく、堤体材料の骨材要求性能が低く原石山歩留まりが向上する
　　台形ＣＳＧダムが有利であることがわかった。
３）変更計画
　　　ダム型式を台形ＣＳＧダムへ変更することで骨材製造過程の簡略化、全体掘削量の減に
　　より建設コストの削減が可能となった。

１）当初計画
　　　通常型の洪水吐で計画。
２）変更の要因
　　　洪水吐きの水理模型実験の結果、非常用洪水吐の幅を押さえ、天端橋梁の延長を縮減で
　　きるラビリンス型の洪水吐が有利であることが分かった。
３）変更計画
　　　非常用洪水吐にラビリンス形式のゲートを採用することで洪水吐幅を抑え、建設コストの削
　　減が可能となった。

洪水吐幅を縮小
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◆継続

　治水・利水とも必要性が高いこと、また、事業は順調に進捗しており、今
後の進捗も見込まれることから、平成23年度完成に向けて事業を継続する。

 ７．対応方針（原案）
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（１）沖縄北西部河川総合開発事業の概要図

 １．沖縄北西部河川総合開発事業の概要

大保川は、沖縄本島の北部に位置し、その源を幸地山（標高295m）付近に発し、南西方
向に流下後、大保大橋より上流約3.5㎞地点でその流れをほぼ直角に北西方向に変え、大
工又川・江洲川を合流して塩屋湾に注ぐ、流域面積23.7km2、幹線流路延長10.1kmの２級
河川です。

奥間川は、沖縄本島の北部の国頭村に位置し、その源を与那覇岳（標高503m）に発し、
南西方向に流下し、河口から約1.55㎞の地点で本川比地川に右岸から合流する流域面積
7.2km2、幹線流路延長5.2kmの２級河川です。

比地川は、沖縄本島の北部の国頭村に位置し、その源を与那覇岳（標高503m）に発し、
北西方向に流下し、下流部で右支川奥間川と合流し、東シナ海に注ぐ流域面積18.8km2
（比地川水系奥間川流域を含む）、幹線流路延長8.4kmの２級河川です。

    　　（大保ダム、奥間ダム、比地ダム）
　 沖縄北西部河川総合開発事業は、大保川水系大保川に大保ダムを、比地川水系奥間川
に奥間ダムを、比地川水系比地川に比地ダムを建設し、ダム間を導水路で結ぶとともに沖
縄県企業局による西系列水源開発事業における８河川取水を大保ダムに導水するもので、
洪水調節、既得用水の安定化及び河川環境保全のための流量の確保、水道用水の供給を目
的としています。

大保川：

奥間川：

比地川：

比地橋

奥間ダム Ｃ.Ａ＝４.８ｋ㎡
（ダム流域）

導水施設

大国林道

大保大橋

Ｃ.Ａ＝６.５ｋ㎡
（ダム流域）

比地ダム

Ｃ.Ａ＝１３.３ｋ㎡
（ダム流域）

大保ダム

与那覇岳

基　　準　　地　　点

ダ　　　　　　　　ム

集　　水　　区　　域

貯　　　水　　　池

　　導　　水　　施　　設

洪水氾濫防止区域上水補給区域

奥間ダム

比地ダム

大保ダム

大保ダム完成予想写真

比地ダムサイト

奥間ダムサイト
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（２）事業目的

大保川

比地川

・沖縄県に対して、大保ダム地点において、水道用水とし
　て新たに122,200m3/日を供給する。
　　　※大保ダム開発分：40,900m3/日
　　　　奥間ダム開発分：16,200m3/日
　　　　比地ダム開発分：11,200m3/日
　　　　８川導水分　　：53,900m3/日

水道用水

洪水調節

流水の正常な機能
の維持

・大保ダム ： ダム地点における計画高水流量405m3/sのう
　　　　　　　ち、250m3/sの洪水調節を行う。
　
・奥間ダム ： ダム地点における計画高水流量155m3/sのう
　　　　　　　ち、90m3/sの洪水調節を行う。

・比地ダム ： ダム地点における計画高水流量210m3/sのう
　　　　　　　ち、150m3/sの洪水調節を行う。

・大保川、奥間川及び比地川下流の既得用水の安定化及び
　河川環境保全等のための流量の確保を図る。

●
大
保
大
橋

大保ダム

大保川
塩
屋
湾

計画高水流量配分図（単位：ｍ3／ｓ）

[685]

基準地点

430
← ←

155

<290>
405←

-250

［ ］:基本高水ピーク流量
 < > :最大放流量

大工又川

江洲川

●
比
地
橋

比地ダム

比地川

東
シ
ナ
海

計画高水流量配分図（単位：ｍ3／ｓ）

[485]

280
← ←

60

<90>
210←

-150

［ ］:基本高水ピーク流量
 < > :最大放流量

奥間ダム
↓
155

-90

↓65 <120>

鏡
地
川

奥
間
川
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（３）ダム及び貯水池の諸元
（大保ダム）

（奥間ダム）

　沖縄県国頭郡大宜味村田港地先
　本ダム　重力式コンクリートダム

堤 頂 長

ダ
　
ム

位 置

型 式

　　堆砂容量　：　700,000m3
▽基礎岩盤　EL -4.0m

貯水池容量配分図
▽サーチャージ水位　EL 70.6m

　脇ダム　１，７５０，０００ｍ3
　１３．３ｋｍ2
　０．８９ｋｍ2

　　洪水調節容量　：　2,150,000m3
▽常時満水位　EL 68.0m

　
　　利水容量　：　17,200,000m3
　
　　　　流水の正常な機能の維持　1,320,000m3
　　　　水道用水　15,880,000m3
　

▽最低水位　EL 23.0m

　２０，０５０，０００ｍ3
　１９，３５０，０００ｍ3

集 水 面 積
湛 水 面 積

　本ダム　３６３．３ｍ

堤 体 積
　本ダム　４１０，０００ｍ3
　脇ダム　４４５．０ｍ

　脇ダム　ロックフィルダム

堤 高
　本ダム　７７．５ｍ
　脇ダム　６６．０ｍ

位 置　沖縄県国頭郡国頭村字奥間地先　字比地地先

貯
水
池
総貯水容量
有効貯水容量

ダ
ム

型 式　ロックフィルダム
堤 高　８１．０ｍ
堤 頂 長　３７０．０ｍ
堤 体 積　１，５５０，０００ｍ3

貯
水
池

集 水 面 積　４．８ｋｍ2
湛 水 面 積　０．２３ｋｍ2
総貯水容量　３，５５０，０００ｍ3
有効貯水容量 　３，３１０，０００ｍ3

貯水池容量配分図
▽サーチャージ水位　EL 157.8m

　　洪水調節容量　：　500,000m3
▽常時満水位　EL 155.0m

　
　　利水容量　：　2,810,000m3
　
　　　　流水の正常な機能の維持　720,000m3
　　　　水道用水　2,090,000m3
　

▽最低水位　EL 122.0m

　　堆砂容量　：　240,000m3
▽基礎岩盤　EL 81.0m

有効貯水容量
　19,350,000m3

総貯水容量
　20,050,000m3

有効貯水容量
　3,310,000m3

総貯水容量
　3,550,000m3
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（比地ダム）

（４）事業費

　約１，５５５億円
　　　※大保ダム　：　約995億円
　　　　奥間ダム　：　約330億円
　　　　比地ダム　：　約185億円
　　　　調整水路　：　 約45億円

　平成１４年度まで４３６億円　（進捗率28.0%）
　　　※進捗率は全体事業費での評価

総事業費

既投資額

ダ
ム

位 置　沖縄県国頭郡国頭村字比地地先　字浜地先
型 式　重力式コンクリートダム
堤 高　５２．５ｍ
堤 頂 長　１６０．０ｍ
堤 体 積　１１０，０００ｍ3

貯
水
池

集 水 面 積　６．５ｋｍ2
湛 水 面 積　０．１２ｋｍ2
総貯水容量　１，６２０，０００ｍ3
有効貯水容量 　１，２９０，０００ｍ3

貯水池容量配分図
▽サーチャージ水位　EL 135.5m

　　洪水調節容量　：　990,000m3
▽常時満水位　EL 124.0m

　
　　利水容量　：　300,000m3
　
　　　　流水の正常な機能の維持　300,000m3
　
　

▽最低水位　EL 118.5m

　　堆砂容量　：　330,000m3
▽基礎岩盤　EL 87.0m

有効貯水容量
　1,290,000m3

総貯水容量
　1,620,000m3
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（１）災害発生時の影響

①洪水発生時の影響

②渇水発生時の影響

　沖縄本島のほぼ全域
　　　　県企業局供給対象市町村　9市11町10村
　　　　県企業局給水区域内人口　約118万人（H12年度）

給水区域図

 ２．事業を巡る社会経済情勢等の変化

浸水区域内の
主 な 施 設

（大保ダム）
　・浸水家屋数　：　60戸※
　　　　　※当該市町村の可住地における平均的な家屋密度が想定氾
　　　　　　濫区域に平均的に分布するとした可住評価値

　・主な施設　：　国頭地区消防組合大宜味分遣署、
　　　　　　　　　一心療護園（知的障害者療護施設）、
　　　　　　　　　大保変電所、大保取水ポンプ場等
　
（奥間ダム、比地ダム）
　・浸水家屋数　：　166戸
　・主な施設　　：　国頭村観光物産センター（道の駅）
　　　　　　　　　  国道５８号、比地キャンプ場等

上 水 道

国頭村

東村

大宜味村

名護市

伊江村

部町
今帰仁村

小宇利島

屋我地島
水納島

瀬底島

宜野座村
恩納村
金武町

石川市
読谷村

具志川市
伊計島
城島

平安座島

浜比嘉島
浮原島

津堅島

久高島

糸満市 具志頭村
玉城村
知念村
佐敷町

東風平町
豊見城村

那覇市
南風原町与那原町
西原町

中城村

北中城村

浦添市

宜野湾市

北谷町
沖縄市

嘉手納町

は、給水対策市町村である

国頭村

東村

大宜味村

名護市

伊江村

部町
今帰仁村

小宇利島

屋我地島
水納島

瀬底島

宜野座村
恩納村
金武町

石川市
読谷村

具志川市
伊計島
城島

平安座島

浜比嘉島
浮原島

津堅島

久高島

糸満市 具志頭村
玉城村

知念村
佐敷町

東風平町
豊見城村

那覇市
南風原町
与那原町
西原町

中城村

北中城村

浦添市

宜野湾市

北谷町
沖縄市

嘉手納町

国頭村

東村

大宜味村

名護市

伊江村

部町
今帰仁村

小宇利島

屋我地島
水納島

瀬底島

宜野座村
恩納村
金武町

石川市
読谷村

具志川市
伊計島
宮城

平安座島

浜比嘉島
浮原島

津堅島

久高島

糸満市 具志頭村
玉城村

知念村
佐敷町

東風平町
豊見城市

那覇市
南風原町
与那原町
西原町

中城村

北中城村

浦添市

宜野湾市

北谷町
沖縄市

嘉手納町

は、給水対象市町村である

沖縄県企業局給水対象エリア

与那城町
勝連町
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（２）過去の災害実績
 （大保川）
①洪水被害の実績

②洪水被害状況
平成元年５月１８日

昭和34年10月16
日 台風ｼｬｰﾛｯﾄ

洪水流量 被害の状況発生年月日

堤防300ｍ決壊

昭和34年11月13
日 台風ｴﾏ

不明
堤防300ｍ決壊
（沖縄本島北部河川利水現況調査報告書､1971）

不明
（沖縄本島北部河川利水現況調査報告書､1971）

河川氾濫
（沖縄本島北部河川利水現況調査報告書､1971）

昭和61年8月25～
30日 台風13号

不明
公共土木被害　6,299万円
（水害統計）

昭和41年5月6日
豪雨

不明

平成元年5月18日
豪雨

不明
農地浸水被害　（被害額不明）

12:00
18:00

0:00
6:00

12:00
18:00

0:00
6:00

12:00

５０

４０

３０

２０

１０

０

５月１７日 ５月１８日 ５月１９日

累計雨量１２３  mm
時間最大雨量４２．５mm①左岸側  農地浸水被害

沖縄タイムスＨ元年５月１９日

① 大保ダム
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　（奥間川、比地川）
①洪水被害の実績

②洪水被害状況
平成７年６月３０日（豪雨）

発生年月日 洪水流量 被害の状況

昭和53年8月
台風11号

不明
公共土木被害　1,200万円
（出典：水害統計）

昭和54年10月
台風20号

不明
公共土木被害　700万円
（出典：水害統計）

昭和59年8月
台風10号

不明
公共土木被害　1,800万円
（出典：水害統計）

昭和60年8月
台風8,9号

不明
公共土木被害　3,400万円
（出典：水害統計）

昭和61年8月
台風13号

不明
公共土木被害　2,200万円
（出典：水害統計）

平成7年6月
豪雨

不明
床上浸水　３戸　床下浸水４戸
（出典：沖縄タイムス報道）

平成12年9月
台風14号

不明
床上浸水　１戸
（出典：国頭地区消防本部調べ）

沖縄タイムスＨ７年６月３０日

①床上浸水家屋 ②浸水家屋

①

② 奥間ダム

比地ダム

雨量

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

時間最大雨量６９．５  mm
累計雨量２９４．５mm

-　20 　-



③渇水被害の実績

（３）災害発生の危険度

H3.6～H3.9 沖縄本島ほぼ全域給水制限延べ日数：６４日
　（時間断水:44日、隔日断水:20日、緊急補給:33日）

H6.1～H6.3 沖縄本島ほぼ全域給水制限延べ日数：４３日
　（時間断水:31日、緊急補給:12日）

S61.8～S62.9 沖縄本島ほぼ全域給水制限延べ日数：１１３日
　（緊急補給:113日）

S63.11～H1.4 沖縄本島ほぼ全域給水制限延べ日数：９９日
　（時間断水:7日、隔日断水:52日、緊急補給:98日）

発生期間 影響市町村 取水制限等の状況

S56.7～S57.6 沖縄本島ほぼ全域給水制限延べ日数：３２６日
　（時間断水:68日、隔日断水:258日）

洪水被害

渇水被害

（大保川）
・治水基準地点付近は基本高水流量685m3/sに対し、流下能
　力が430m3/s程度

（奥間川、比地川）
・治水基準地点付近は基本高水流量485m3/sに対し、流下能
　力が280m3/s程度

・復帰後31年間（S47～H14）で18年の渇水被害が発生
・今後も計画的にダム建設を進めていかなければ水需給バラ
　ンスはとれず、渇水被害の発生が予測される。

※平成６年度以降９年間、多目的
ダム建設等の効果により渇水被害
が発生していないが、平成１３年
１０月からの少雨傾向により一時
は国管理ダムの貯水率が５０％を
下回るなど、沖縄本島における水
資源開発は未だ十分とは言い難
い。

平成１４年５月７日琉球新報（朝刊）
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（４）地域開発・利水事業の状況

（大保ダム）

（奥間ダム、比地ダム）

（５）地域の協力体制
（大保ダム）

（奥間ダム、比地ダム）

（６）関連事業との整合

沖縄県企業局

・平成11年3月に沖縄県水道用水供給事業（第８回変更認可）
　　目標年次　：　平成13年→平成30年
　　水源取水量：614,300m3/日→682,383m3/日(68,083m3/日増)
　※大保ダム及び奥間ダムは上記計画に水源施設として位置
　　付けられている。

水没地域

・地元組織として、地主協議会、大保ダム対策委員会（東村
　平良区）がある。
・平成8年「大保ダム建設に伴う損失補償基準に関する協定
　書」調印。
・平成13年「大保ダム本体工事に関する覚書」(国、県、大
  宜味村)を締結。
・平成15年「大保ダム関連事業安全推進村民協議会」設立。

沖縄県企業局 ・大保流量制御弁室　（H10）

沖 縄 電 力 ・大保変電所の移設　左岸→右岸　（H5）

国頭村

・国道58号沿いに観光物産センター設置（H11）
・比地キャンプ場オープン（H11）
・「エコスポレクゾーン整備事業」が国で採択（H11）
・比地区公民館建設

・奥間川上流に野生生物保護センター設置（H11）

水没地域
・平成9年奥間区に奥間ダム対策委員会が発足。
・昭和63年「奥間ダム実施計画調査の覚書」(国、県、国頭
  村)を締結。

関係自治体

・国頭村議会にダム関係等調査特別委員会（H6発足）が設
　けられている。
・国頭村はダム建設に対して地元の意向を重視しており、中
　立的な立場をとっている。

・平成7年に大宜味村ダム対策室(H10振興開発室に改名)を
  設置し、積極的にダム事業者並びに地元との調整にあたっ
  ており、ダムの早期完成を望んでいる。

関係自治体

環境省
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（７）河川環境をとりまく状況

自然環境保全
上の課題

（大保ダム）
　・ノグチゲラ（鳥類：国指定特別天然記念物）やヤナギ
　　バモクセイ（植物：絶滅危惧種ΙＡ）等の貴重動植物
　　が多種生息、生育している地域であることから、学識
　　者の指導・助言を受けながら環境保全対策を実施中で
　　ある。

（奥間ダム、比地ダム）
　・ノグチゲラ（鳥類：国指定特別天然記念物）やオキナ
　　ワセッコク（植物：絶滅危惧種ΙＡ）等の貴重動植物
　　が多種生息、生育している地域であることから、適切
　　な環境保全対策を実施する必要がある。
　・比地大滝を中心とした景観保全対策を検討する必要が
　　ある。

-　23 　-



・ 全体事業費　※１ ・

＝1,491億円
大保ダム＝6.61億円
奥間ダム＝4.69億円
比地ダム＝8.33億円

・ 治水＋不特定のアロケ率

・ ダム建設に要する費用（河川分）
＝577億円

◆総費用：Ｃ　（現在価値化） ◆総便益：Ｂ　（現在価値化）

①建設費 ＝　３０４億円 ①洪水調節に係る便益　
（大保ダム　＝　１６４億円） （大保ダム　＝　７１億円）※２
（奥間ダム　＝　　６９億円） （奥間ダム　＝　４１億円）
（比地ダム　＝　　７１億円） （比地ダム　＝　５８億円）

　合計　＝１７０億円
②維持管理費 ＝　　２３億円 ②流水の正常な機能の維持に係る便益
（大保ダム　＝　　　６億円） （大保ダム　＝　２１９億円）
（奥間ダム　＝　　　８億円） （奥間ダム　＝　１２３億円）
（比地ダム　＝　　　９億円） （比地ダム　＝　　５６億円）

　合計　＝３９８億円
③残存価値 ＝　　１１億円 ③赤土砂流出防止に係る便益　※３
（大保ダム　＝　　　６億円） （大保ダム　＝　３０億円）
（奥間ダム　＝　　　３億円） （奥間ダム　＝　３９億円）
（比地ダム　＝　　　２億円） （比地ダム　＝　２５億円）

　合計　＝　９４億円
④総費用（Ｃ） ④総便益（Ｂ）
=①+②-③ ＝３１６億円 =①+②+③ ＝６６２億円

※　 評価対象期間　：　整備期間＋５０年

毎年の投資配分は、実績値及び計画により設定。

評価時点は建設着手時点（平成２年）

※１ 治水事業デフレータを用いて平成13年度価格に修正。

※２

※３

 ３．費用対効果分析

［治水経済調査マニュアル（案）平成12年5月版による］

ダム事業に要する費用 ダム事業の効果

費用対効果分析の結果　Ｂ／Ｃ＝２．１

　大保ダム＝983億円
　奥間ダム＝325億円
　比地ダム＝183億円

洪水調節に係る想定年平均被害軽減期待
額

　大保ダム＝ 24.9%
　奥間ダム＝ 45.7%
　比地ダム＝100.0%

　大保ダム＝983×24.9%＝245億円
　奥間ダム＝325×45.7%＝149億円
　比地ダム＝183× 100%＝183億円

当該市町村の可住地における平均的な家屋密度が想定氾濫区域内に平均的に分布するとした可
住評価値を用いて、治水経済調査マニュアルに従い想定年平均被害軽減期待額を算定。

ダム流域内の裸地面積に対して、県条例に基づく沈砂池容量を持った貯留ダムの身替わり建設
費を計上。
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（１）事業の主な経緯

（２）事業の進捗状況

 ４．事業の進捗状況

　事業再評価（継続実施：今後も着実に事業の進捗を図ること）
　　　【付帯意見】奥間ダムについては環境保全対策に係る調査を含め基
　　　　　　　　　礎的調査を進める。
　　　　　　　　　比地ダムについては環境保全計画に係る調査を含め基
　　　　　　　　　礎的調査を進める。

平成15年３月 　大保本ダム本体工事着手
平成15年 　基本計画変更

　大保ダム損失補償基準妥結

年　月 事　　　　項

昭和62年４月 　実施計画調査開始

平成11年８月 　大保ダム転流工着手

平成10年11月

　建設移行

平成７年３月 　大保ダム工事用道路着手
平成５年８月 　基本計画告示（大保ダム及び奥間ダム）
平成２年４月

平成８年６月

平成14年８月 　大保脇ダム本体工事着手

工事等の
進捗状況

（大保ダム）
　・付替道路、工事用道路等の関連工事については概成。
　・平成14年8月より脇ダム本体建設工事に着手。
　・平成15年3月より本ダム本体建設工事に着手。
（奥間ダム・比地ダム）
　・水理水文調査等を実施中。

用地補償の
進捗状況

（大保ダム）
　・平成15年4月現在、全体面積202.26haのうち、202.21ha
　　を取得済み（進捗率は99.9％）
（奥間ダム・比地ダム）
　・用地買収未着手

本ダム転流工（H13年度完成） 付替道路（H14年度完成） 右岸工事用道路（H14年度完成）

念蒲エーガイ道路（H15年度に開通予定） 本ダム、脇ダム（H14年度着手）
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＜コスト縮減＞

・脇ダム軸の変更（基礎掘削量及び堤体積の減）及び構造変更により
　約４４億円のコスト縮減を図る。

 ６．コスト縮減や代替案の可能性検討

◆事業の執行にあたっては、以下のようなコスト縮減対策を実施・計画している。

◆大保ダムについては、用地取得は９９％完了しており、本体工事にも既に着
　手し着実に進捗していることから、計画どおりの平成２１年度の完成が見込
　まれる。

◆比地川水系（奥間ダム及び比地ダム）の治水利水計画については、平成１７
　年度に沖縄県が策定を予定している河川整備基本方針及び河川整備計画の中
　で、地元住民の意見を反映させた計画を策定する。
　※大保川水系の河川整備基本方針についてはH14.4に、河川整備計画はH15.7に策定済み。

 ５．事業の進捗の見込み

◆事業計画上、貯留ダムである大保ダムの建設を先行して実施中。

１）当初計画
　　貯水池容量を最大限に確保できる位置でダム軸を計画した。
　　また、追加グラウト及び維持管理に必要な監査廊を設置する計画としていた。

 ２）変更の要因
　　近傍に位置する企業局導水管に対する基礎処理工事等の影響が懸念されいたこと、
　材料山を貯水池内に決定したことより、修正軸で計画貯水池容量を確保することが可
　能となったこと、ダム軸を上流に移すことで、下流背面を残土処分場として活用でき
　ることが判明した。
　　また、ダム軸を上流へ移動することに
　伴い、下流背面への残土処分を行うこと
　により浸透流に対するダムの安全性が高
　まることが確認できた。

 ３）変更計画
　　基盤岩の高まり、周辺施設への影響緩
　和、残土処分場の確保等の理由からダム
　軸を上流に修正した。これにより、基礎
　掘削数量、堤体積数量が大幅に減となっ
　た。
　　また、下流背面への残土処分等に伴い
　盛立構造の変更及び監査廊を設けない計
　画とした。
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・本ダム軸の変更（堤体積の減）及び合理化施工により
　約４３億円のコスト縮減を図る。

１）当初計画
　　当初計画時点の地質データに基づ
　いたダム軸及びダム形状で計画して
　いた。
　　また、打設計画については、当初
　従来の施工法（柱状ブロック工法）
　で計画していた。

 ２）変更の要因
　　地質調査（試掘、試錐、岩盤試験
　等）の進展に伴い地質データの精度
　が向上し、経済的なダム軸、形状の
　検討が可能となった。
　　また、品質、施工の安全性、経済
　性等の観点から従来工法（柱状ブロ
　ック工法）と面状工法（ＲＣＤ工法
　ＥＬＣＭ工法）を比較検討し、当ダ
　ムでは、ELCM工法が有利であること
　がわかった。

 ３）変更計画
　　地形・地質条件、堅岩の分布、断
　裂系の分布、右岸地すべりブロック
　等の条件を検討し、最も堤体積数量
　が小さくなるようダム軸、ダム形状
　を変更した。
　　また、調査・検討結果を受け、当
　ダムのコンクリート打設方法をＥＬ
　ＣＭ工法を採用するとともに、合理
　化施工の一環としてセメントの一部
　をフライアッシュに置き換える計画
　とした。

拡張レア工法（ＥＬＣＭ）による打設状況

　　　　元設計
　　　　変更設計
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◆継続

　大保ダムは、治水・利水とも必要性が高いこと、また、事業は順調に進捗し
ており、今後の進捗も見込めることから、事業を継続する。
　なお、奥間ダム及び比地ダムについては、比地川水系の河川整備基本方針及
び河川整備計画において検討する。

 ７．対応方針（原案）
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（１）座津武ダムの概要図

 １．座津武ダム実施計画調査の概要

　 座津武川は、沖縄本島北部の国頭村に位置し、その源を西銘岳（標高420m）に発
し、北西方向に流下して東シナ海に注ぐ、流域面積4.3km2、幹線流路延長3.5kmの２
級河川です。
　 座津武ダム実施計画調査は、洪水調節、流水の正常な機能の維持、水道用水の供
給を目的とした多目的ダム建設の可能性について調査・検討を行っているもので
す。

国道５８号線

座津武取水ポンプ場

流域界（c.a＝2.7㎞２）ダム建設予定地

座津武川流域航空写真

上流より見たダムサイト全景
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（２）事業目的

（３）ダム及び貯水池の諸元

（４）事業費

　１３０，０００ｍ3

ダ
ム

位 置
型 式
堤 高

洪水調節

堤 体 積

流水の正常な機能
の維持

・ダム地点における計画高水流量80m3/sのうち、40m3/sの洪
　水調節を行う。

・ダム地点下流の座津武川沿川の既得用水の安定化及び河川
　環境保全等のための流量の確保を図る。

水道用水

貯
水
池 総貯水容量

有効貯水容量

　２．７ｋｍ2

　３，１５０，０００ｍ3

　３３０ｍ
　４８．０ｍ

湛 水 面 積
集 水 面 積

貯水池容量配分図

　平成１４年度まで　７億円　（進捗率２％）

総事業費

既投資額

　　堆砂容量　：　140,000m3
▽基礎岩盤　EL 165.0m

・沖縄県に対して、座津武取水ポンプ場において、水道用水
　として新たに10,000m3/日を供給する。

　約３０１億円

　沖縄県国頭郡国頭村宇嘉地先
　重力式コンクリートダム

　０．２８ｋｍ2

▽サーチャージ水位　EL 209.5m

　３，０１０，０００ｍ3

　　洪水調節容量　：　600,000m3
▽常時満水位　EL 207.0m

　
　　利水容量　：　2,410,000m3
　
　　　　流水の正常な機能の維持　230,000m3
　　　　水道用水　2,180,000m3
　

▽最低水位　EL 189.5m

堤 頂 長

有効貯水容量
　3,010,000m3

総貯水容量
　3,150,000m3

計画高水流量配分図（単位：ｍ3／ｓ）

●
座
津
武
橋

座津武ダム

座津武川
東
シ
ナ
海 [110]

基準地点

70
← ←

40

<50>
80←

-40

［ ］:基本高水ピーク流量
 < > :最大放流量
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（１）災害発生時の影響

①洪水発生時の影響

②渇水発生時の影響

　沖縄本島のほぼ全域
　　　　県企業局供給対象市町村　9市11町10村
　　　　県企業局給水区域内人口　約118万人（H12年度）

給水区域図

 ２．事業を巡る社会経済情勢等の変化

想定氾濫区域
内の主な施設

　県企業局取水ポンプ場

上 水 道

国頭村

東村

大宜味村

名護市

伊江村

部町

今帰仁村

小宇利島

屋我地島

水納島
瀬底島

宜野座村
恩納村

金武町

石川市

読谷村

具志川市

伊計島

城島
平安座島

浜比嘉島

浮原島

津堅島

久高島

糸満市 具志頭村

玉城村

知念村

佐敷町

東風平町

豊見城村

那覇市

南風原町
与那原町

西原町

中城村

北中城村

浦添市

宜野湾市

北谷町

沖縄市
嘉手納町

は、給水対策市町村である

国頭村

東村

大宜味村

名護市

伊江村

部町

今帰仁村

小宇利島

屋我地島

水納島
瀬底島

宜野座村
恩納村

金武町

石川市

読谷村

具志川市

伊計島

城島
平安座島

浜比嘉島

浮原島

津堅島

久高島

糸満市 具志頭村

玉城村

知念村

佐敷町

東風平町

豊見城村

那覇市

南風原町
与那原町

西原町

中城村

北中城村

浦添市

宜野湾市

北谷町

沖縄市
嘉手納町

国頭村

東村

大宜味村

名護市

伊江村

部町

今帰仁村

小宇利島

屋我地島

水納島
瀬底島

宜野座村
恩納村

金武町

石川市

読谷村

具志川市

伊計島

宮城島
平安座島

浜比嘉島

浮原島

津堅島

久高島

糸満市 具志頭村

玉城村

知念村

佐敷町

東風平町

豊見城市

那覇市

南風原町
与那原町

西原町

中城村

北中城村

浦添市

宜野湾市

北谷町

沖縄市
嘉手納町

は、給水対象市町村である

沖縄県企業局給水対象エリア

与那城町

勝連町
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（２）過去の災害実績

①洪水被害の実績

②渇水被害の実績

（３）災害発生の危険度

※平成６年度以降９年間、多目的
ダム建設等の効果により渇水被害
が発生していないが、平成１３年
１０月からの少雨傾向により一時
は国管理ダムの貯水率が５０％を
下回るなど、沖縄本島における水
資源開発は未だ十分とは言い難
い。

洪水被害

渇水被害

・治水基準地点付近は基本高水流量110m3/sに対し、流下能
　力が70m3/s程度（1/30確率規模程度の流下能力）

・復帰後３１年間（S47～H14）で１８年の渇水被害が発生
・今後も計画的にダム建設を進めていかなければ水需給バラ
　ンスはとれず、渇水被害の発生が予測される。

発生期間 影響市町村 取水制限等の状況

洪水流量 被害の状況発生年月日

詳細な記録無し

S56.7～S57.6 沖縄本島ほぼ全域給水制限延べ日数：３２６日
　（時間断水:68日、隔日断水:258日）

S61.8～S62.9 沖縄本島ほぼ全域給水制限延べ日数：１１３日
　（緊急補給:113日）

H6.1～H6.3 沖縄本島ほぼ全域給水制限延べ日数：４３日
　（時間断水:31日、緊急補給:12日）

S63.11～H1.4 沖縄本島ほぼ全域給水制限延べ日数：９９日
　（時間断水:7日、隔日断水:52日、緊急補給:98日）

H3.6～H3.9 沖縄本島ほぼ全域給水制限延べ日数：６４日
　（時間断水:44日、隔日断水:20日、緊急補給:33日）

平成１４年５月７日琉球新報
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（４）地域開発・利水事業の状況

　※平成10年度（事業再評価）以降、特になし。

（５）地域の協力体制

（６）関連事業との整合

（７）河川環境等をとりまく状況

自然環境保全
上の課題

・ノグチゲラ（鳥類：国指定特別天然記念物）やヒジハン
　ノキ（植物：絶滅危惧種ⅠＡ）等の貴重動植物が多数生
　息・生育している地域であることから、適切な環境保全
　対策を立案する必要がある。

水没地域

・平成5年に宇嘉区長立会のもと、国、県、村の３者で
　「座津武ダム実施計画調査に関する覚書」を締結
・平成6年1月、宇嘉区内に「座津武川ダム建設対策委員会」
　を設置

沖縄県企業局 ・座津武取水ポンプ場の建設、供用開始（平成３年）

・平成6年、国頭村議会にダム関係等調査特別委員会が発足
・平成11年に国頭村長及び国頭村議会より座津武ダム早期
　建設要請決議書が提出されたが、現在、国頭村はダム建
　設に対して地元の意向を重視しており、中立的な立場を
　とっている

関係自治体

沖縄県企業局

・平成11年3月に沖縄県水道用水供給事業（第８回変更認可）
　　目標年次　：平成13年→平成30年
　　水源取水量：614,300m3/日→682,383m3/日(68,083m3/日増）
　※座津武ダムは上記計画に位置付けされていない
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・ 全体事業費　※１ ・

＝298億円
＝0.632億円

・ 治水＋不特定のアロケ率　※２
＝44.2％

・ ダム建設に要する費用（河川分）
＝298億円×44.2％
＝132億円

◆総費用：Ｃ　（現在価値化） ◆総便益：Ｂ　（現在価値化）

①建設費 ＝　　８１億円 ①洪水調節に係る便益
＝　　　７億円

②維持管理費 ＝　　　９億円 ②流水の正常な機能の維持に係る便益
＝　１３８億円

③残存価値 ＝　　　３億円 ③赤土砂流出防止に係る便益　※３
＝  　３１億円

④総費用（Ｃ） ④総便益（Ｂ）
=①+②-③ ＝　８７億円 =①+②+③ ＝　１７６億円

※　 評価対象期間　：　整備期間＋５０年

毎年の投資配分は、標準的な投資パターンによる

※１ 治水事業デフレータを用いて平成13年度価格に修正

※２

※３ ダム流域内の裸地面積に対して、県条例に基づく沈砂池容量を持った貯留ダムの身替わり建設
費を計上

基本計画未策定のため、アロケ率は試算値

 ３．費用対効果分析

［治水経済調査マニュアル（案）平成12年5月版による］

ダム事業に要する費用 ダム事業の効果

費用対効果分析の結果　Ｂ／Ｃ＝２．０

洪水調節に係る想定年平均被害軽減
期待額
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（１）事業の主な経緯

（２）事業の進捗状況

 ４．事業の進捗状況

年　　月 事　　　　項

昭和62年４月 　予備調査開始

平成４年４月 　実施計画調査開始

平成10年11月
　事業再評価（継続実施：今後も着実に事業の進捗を図ること）

　　【附帯意見】他ダムとの連携による効率的な水資源開
　　　　　　　　発の検討を進めること。

平成15年３月
　利水者及び沖縄県へ事業参画の意志を確認
　　　利水者（企業局）：参画の意志無し

　　　沖縄県（企画開発部）：水資源開発施設としての必要性無し

工事等の
進捗状況

・水理水文等の基礎的調査を実施中
・工事は未着手

用地補償の
進捗状況

・用地補償は未着手
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◆座津武ダム実施計画調査再評価に係る関係機関への意向確認

①沖縄県水資源関係部局

・利水者（沖縄県企業局）

・沖縄県企画開発部（沖縄県の水資源開発担当部局）

②地元関係機関

・国頭村
水道事業者が参画しないのならば、中止も仕方ないという意見

・宇嘉区
水の需要が無くなったのであれば中止も仕方ないという意見

③河川管理者（沖縄県河川課）

◆今後の事業進捗の見込み

以下のことから、事業継続が困難と考えられる。

◆座津武ダムに代わる治水対策については、今後沖縄県が策定を予定している河川
　整備基本方針及び河川整備計画の検討の中で、地元住民の意見を反映させた計画
　を策定する。

 ５．事業の進捗の見込み

水資源開発施設としての座津武ダムの必要性はない旨回答を得ている。

 ６．コスト縮減や代替案の可能性検討

・座津武川の治水事業（河川改修）の優先度は県内他河川と比較して低いた
　め、当面、治水事業は行わないと言う見解

座津武ダム事業への参画の必要性はない（参画の意志無し）旨回答を得
ている。

・沖縄県の水資源担当部局から水資源開発施設として必要性がない旨回答を
　得ていること

・現況流下能力が概ね１／３０確率規模を満足しており、沖縄県内の他河川
　と比較して、治水事業の優先度が低いこと
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◆中止

 ７．対応方針（原案）

　座津武ダムが水資源開発施設として必要性がなくなったことから、特定多目的
ダム事業としての同事業を中止する。
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平成１５年度　事業評価監視委員会予定表（案） 資料－6

○再評価対象事業

５年未着
工 １０年継続

５年準備計
画段階 再評価後 その他

ダム事業 沖縄東部河川総合開発事業（億首ダム） ○ Ｈ５ Ｈ１０ 今回

沖縄北西部河川総合開発事業（大保ダ
ム、奥間ダム、比地ダム） ○ Ｈ２ Ｈ１０ 今回

座津武ダム実施計画調査 ○ Ｈ４ Ｈ１０ 今回

道路事業 恩納バイパス ○ Ｈ１ Ｈ１０ Ｈ１６年２月頃

嘉手納バイパス ○ Ｓ６２ Ｈ１０ Ｈ１６年２月頃

宜野座改良 ○ Ｈ２ Ｈ１０ Ｈ１６年２月頃

石川バイパス ○ Ｓ６３ Ｈ１０ Ｈ１６年２月頃

   合   計   ７   事   業

※再評価実施理由
５年未着工・・・・・・・・・・・・・・・・ 事業採択後５年間が経過した時点で未着工の事業
１０年継続・・・・・・・・・・・・・・・・・ 事業採択後１０年間が経過した時点で継続の事業
５年準備計画段階・・・・・・・・・・・ 準備・計画段階で５年間が経過している事業
再評価後・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 再評価実施後５年間が経過している事業
その他・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ その他理由により実施の必要が生じた事業

○事後評価対象事業

該当無し。

事　業　名事業分類
再評価実施理由 監視委員会審

議時期
前回再評
価年度

事業着手
年度


